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令和元年度決算に基づく財政健全化及び公営企業経営健全化

審査意見書の提出について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

第３条第１項及び第 ２ ２ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 審査に付された、令和

元年度決算に基づく健全化判断比率及び資 金 不 足 比 率 について審査した

結果、次のとおり意見書を提出します。  
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注 文 中 に 用 い る ポ イ ン ト と は 、 パ ー セ ン テ ー ジ 間 又 は 指 数 間 の

単 純 差 引 数 値 で あ る 。

注 皆 無 又 は 該 当 数 値 な し の 場 合 は 「 － 」 で 表 示 し た 。

注 各 表 中 に 用 い る 年 度 の 元 号 に つ い て 、 元 年 度 は 「 令 和 」 、 年

度 は 「 平 成 」 を 省 略 し て い る 。
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第１ 審 査 対 象

　　健全化判断比率及び資金不足比率の対象

　住宅新築資金等貸付金特別会計

　土地区画整理事業特別会計

　市街地再開発事業特別会計

　公共用地取得事業特別会計

　母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

　国民健康保険特別会計

　介護保険特別会計

　後期高齢者医療特別会計

　水道事業会計

　下水道事業会計

　病院事業会計

　山辺環境衛生組合

　奈良県市町村総合事務組合

　一般財団法人奈良市総合財団

　公益財団法人奈良市生涯学習財団

　株式会社奈良市清美公社

　奈良市市街地開発株式会社

(注）資金不足比率は会計ごとに算定

一部事務組合・広域連合

　奈良県後期高齢者医療広域連合

将
来
負
担
比
率

公営
企業
会計

一般会計等以外
の特別会計のう
ち、公営企業に
係る特別会計以
外の特別会計

法 適 用
公営企業

地方公社・第三セクター等

実
質
赤
字
比
率 連

結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

一般会計等に属
する特別会計

一般会計等

公営事業会計

一　　般　　会　　計

　奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合

資
金
不
足
比
率
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第２ 審 査 期 間

令和２年７月２２日から同年８月５日まで

第３ 審 査 方 法

健全化判断比率及び各公営企業の資金不足比率並びにその算定の基礎とな

る事項を記載した書類について、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に

基づいて作成されているか、決算書類等関係帳票の照合等を行うとともに、関

係者から説明を求め、審査を実施した。

第４ 審 査 結 果

審査に付された、次の健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基

礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認めた。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大により、審査手続において諸々の影響

があったことを申し添える。

 

１ 健全化判断比率

  
（単位 ％）

比 率 名 元年度 年度 比較増減 早期健全化基準

実 質 赤 字 比 率
― ― ―

連 結 実 質 赤 字 比 率
― ― ―

実 質 公 債 費 比 率

（ か 年 平 均）
△

将 来 負 担 比 率 △

注 実質赤字比率及び連結 実質赤字比率を「－」と記載 しているのは、実質赤字額及び

連結実質 赤字額がないことを示 す。

括 弧 内 の 数 値は 、 実質 黒 字 額 及 び連 結 実 質黒 字 額 を 基 に算 定 し た黒 字 比 率 で ある 。

－ 2－
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２ 資金不足比率
   （単位：％）

会 計 区 分 元年度 年度 経営健全化基準

法

適

用

水 道 事 業 会 計 ― ―

下水道事業会計 ― ―

病 院 事 業 会 計 ― ―

注 資金不足比率を「－」と記載しているのは、資金不足額がないことを示す。

第５ 審 査 意 見

健全化判断比率である実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公

債費比率（ か年平均）及び将来負担比率、また、資金不足比率の各

比率は、いずれも国の示す基準の範囲内ではあるが、中核市の中に

おいて最下位レベルの比率も多いことから、将来を十分に見据えた

財政運営に努められたい。  
 
各比率については、次のとおりである。  

１ 実質赤字比率

実質赤字比率は、一般会計等の税金を主な収入源としている会

計の実質収支額（赤字額）の標準財政規模に対する比率であり、

財政運営の深刻度を示している。

本年度の一般会計等における実質収支額は、一般会計が 億

万 千円の黒字、住宅新築資金等貸付金特別会計が 億 万

千円の赤字で、合計 億 万 千円の黒字となり、前年度に比

べ 億 万 千円増加した。

一般会計等における実質収支額が黒字となったため、実質赤字

比率は算定されない。

－ 3－



 
 

 

    

( 参 考 )  

＝ ×

 
 

実質赤字比率の対象となる一般会計等の実質収支額の内訳 （単位：千円

区 分 元年度 年度 比較増減

一 般 会 計

住宅新築資金等貸付金特別会計 △ △

土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 ― ― ―

市 街 地 再 開 発 事 業 特 別 会 計 ― ― ―

公 共 用 地 取 得 事 業 特 別 会 計 ― ― ―

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計 ― ― ―

合 計

注 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計決算において実質黒字が計上されているが、黒字額は翌年度に

貸し付ける財源となるため、実質赤字比率算定上は実質黒字として扱われない。

標準財政規模 （単位：千円）

標準財政規模
元年度 年度 比較増減

注 標準財政規模とは、歳入のうち、地方交付税算定上の市税、地方交付税等の一般財源の標準規模に臨時

財政対策債発行可能額（地方交付税の振替として起債できる臨時財政対策債の発行限度額）を加算した額

である。

本年度の標準財政規模は 億 万 千円で、前年度に比べ

億 万 千円増加した。

一般会計等の実質赤字額 
標準財政規模 実質赤字比率＝ 

実質黒字比率 
一般会計等の実質黒字額 

標準財政規模 

（単位： 千円）  
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- 5 - 
 

２ 連結実質赤字比率

連結実質赤字比率は、各会計の実質収支額を合算した全体の赤字

額の標準財政規模に対する比率であり、市全体としての運営の深刻

度を示している。

本年度の全会計における実質収支の合計額は、 億 万 千円

の黒字となり、前年度に比べ 億 万 千円増加した。

上記合計額が黒字となったため、連結実質赤字比率は算定されな

い。

 
            

               
 

( 参 考 )  
 

                                   ×  

 

連結実質赤字比率の対象となる会計の実質収支額の内訳 （単位：千円

区 分 元年度 年度 比較増減

一 般 会 計 等

国民健康保険特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計 △

水 道 事 業 会 計 △

下 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計 △

合 計

連結実質赤字額 
標準財政規模 連結実質赤字比率＝  

連結実質黒字比率

＝  
連結実質黒字額 

標準財政規模 

（単位： 千円）  
 

－ 5－
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３ 実質公債費比率

実質公債費比率は、一般会計等が一年間に支払った借入金の返済

額及び準元利償還金として一般会計が繰り入れた額の合計額の標

準財政規模に対する比率（ か年平均）である。この比率が高まるほ

ど、財政における弾力性の低下を示している。

本年度の実質公債費比率（ か年平均）は ％となり、前年度に

比べ ポイントと若干改善した。

なお、早期健全化基準 ％を下回っている。

単年度指数は ％となり、前年度に比べ ポイントと若干改善

した。これは主に、市債の利率見直しにより利子が減少し、地方債

の元利償還金が前年度に比べ 億 万 千円減少したことによる

ものである。

（ 単 位 ： 千 円 ） 

        
（ ＋ ）－（ ＋ ）  

＝                                    ×
（ か年平均 ） －  

参 考  ( 単 年 度 指 数 ）  
平成 年 度

平成 年 度

（注） 準元利償還金とは、公営企業会計等が発行した地方債の償還に対する一般会計からの繰入金

である。

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額とは、事業を行うために地方債を発

行して財源調達した場合に、その償還額の全部又は一部が基準財政需要額（標準的な行政サー

ビスに必要と考えられる額）に算入され、地方交付税に算入されると見込まれる額のうち地方

交付税として、その年に算入された額である。

実 質 公 債 費 比 率

 
標準財政規模 元利償還金・準元利償

還金に係る基準財政
需要額算入額 

準元利償還金 特定財源 地方債の元利償還金 
元利償還金・準元利償

還金に係る基準財政
需要額算入額 

－ 6－
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４ 将来負担比率

将来負担比率は、借金額（一般会計等が将来負担することが見込

まれる額）の標準財政規模に対する比率であり、市が背負っている

借金の重さを示している。

本年度の将来負担比率は ％となり、前年度に比べ ポイン

ト改善した。これは主に、一般会計等の地方債現在高が前年度に比

べ 億 万 千円減少したことにより、将来負担額が前年度に比

べ 億 万 千円減少したことによるものである。

なお、早期健全化基準 ％を下回っている。

（ 単 位 ： 千 円 ）  

 
－（ ＋ ＋ ）  

＝                                  ×  
－

 
 
 
（注） 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額とは、事業を行うために地方債を発行して財源調達し 

た場合に、その償還額の全部又は一部が基準財政需要額（標準的な行政サービスに必要と考えられる額） 
に算入され、地方交付税に算入されると見込まれる額である。 
 

区 分 元年度 年度 比較増減

一 般 会 計 等 の 地 方 債 現 在 高 △

債務負担行為に基づく支出予定額
△

（建物の建設費等への支払に該当するもののみ）

公営企業会計等が有する地方債の償還に充てるため
△

一 般 会 計 が 負 担 す る 見 込 額

職員に対する退職手当支給予定額のうち
△

一 般 会 計 の 負 担 見 込 額

合 計 △

 
 
 
 
 

将来負担額の内訳 （単位：千円

地方債現在高等に係
る基準財政需要額算
入見込額 特定財源見込額 充当可能基金 将来負担額 

将来負担比率  

元利償還金・準元利償還
金に係る基準財政需要
額算入額 

標準財政規模 

－ 7－
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充当可能財源等の内訳 （単位：千円

区 分 元年度 年度 比較増減

充 当 可 能 基 金

特 定 財 源 見 込 額

基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額

合 計

５ 資金不足比率

資金不足比率は、公営企業ごとに算定した資金不足額の、事業規模

に対する比率であり、営業収益に相当する収入を事業規模としている

ことから、この比率が高いほど事業収入で資金不足を解消することが

困難であることを示している。

本年度の水道事業会計、下水道事業会計及び病院事業会計において

資金不足額がないことから、いずれも資金不足比率は算定されない。

（ 単 位 ： 千 円 ）

⑴ 水 道 事 業 会 計

－ －

－ － －  
（算定されず）＝                                    ×

－

⑵ 下 水 道 事 業 会 計

－ －

－ － －  
（算定されず）＝                                    ×

－

解消可能資金不足額 流動資産 資金不足比率 

流動負債 

受託工事収益の額 営業収益の額 

控除財源 

解消可能資金不足額 流動資産 資金不足比率 

流動負債 

受託工事収益の額 営業収益の額 

控除財源 

控除未払金等 

控除未払金等 

控除企業債等 

控除企業債等 

－ 8－
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⑶ 病 院 事 業 会 計

－ －

－ － －  
（算定されず）＝                                    ×

－

（注） 資金不足額＝（流動負債－控除企業債等－控除未払金等）－（流動資産―控除財源）

－解消可能資金不足額

事業規模＝営業収益の額－受託工事収益の額

解消可能資金不足額 流動資産 資金不足比率 

流動負債 

受託工事収益の額  営業収益の額 

控除財源 

控除未払金等 控除企業債等 

－ 9－




